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調 査 の 概 要  

 
１ 調査の目的 

   この調査は、病院及び診療所（以下「医療施設」という。）を利用する患者について、その属

性、入院・来院時の状況及び傷病名等の実態を明らかにし、併せて地域別患者数を推計すること

により、医療行政の基礎資料を得ることを目的とする｡ 

 
２ 調査の対象及び客体 

   全国の医療施設を利用する患者を対象とし、層化無作為により抽出した医療施設における患者

を客体とした。 
 調査対象 

施設数
 

抽 出 率 
回収 

施設数 
集計客体数 

入院・外来 退 院 
病   院 6,481 入院  8.0/10 ，外来 4.2/10 6,388 183.9 万人 112.5 万人 

一般診療所 5,853 6.0/100 5,480 27.5 万人 0.8 万人 

歯科診療所 1,268 1.9/100 1,184 2.6 万人 ・ 
 
   注：歯科診療所は、外来のみの調査である。 
 
３ 調査の期日 

病院については、令和５年10月 17日（火）～19日（木）の３日間のうち病院ごとに指定した１日

とし、診療所については、令和５年10月 17日(火)、18日(水)、20日(金)の３日間のうち診療所ごと

に指定した１日とした｡  

また、退院患者については、令和５年９月１日～30 日までの１か月間とした｡ 

 

４ 調査事項  

   性別、出生年月日、患者の住所、入院年月日（※１）、退院年月日（※２）、主傷病名、副傷病名、診療費

等支払方法、病床の種別（※１）、紹介の状況（※３）、退院後の行き先（※２）等 
 ※１ 入院患者及び退院患者に対する調査事項    ※３ 入院患者及び外来患者に対する調査事項 
 ※２ 退院患者に対する調査事項 

 
５ 調査の方法及び系統 

   医療施設の管理者が記入する方式によった。 
   厚生労働省       都道府県        保健所     医療施設 
 保健所設置市 
 特 別 区 
 
６ 結果の集計 

厚生労働省政策統括官（統計・情報システム管理、労使関係担当）において行った。 
   なお、医療施設に関する情報の一部は令和５年医療施設静態調査の結果を用いた。 

 

７ 用語の説明  

 

(1) 推計患者数 

    調査日当日に、病院、一般診療所、歯科診療所で受療した患者の推計数である。 
 

(2) 推計退院患者数 

    調査対象期間中（令和５年９月１日～30日）に病院、一般診療所を退院した患者の推計数である。 
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(3) 退院患者の平均在院日数 

    調査対象期間中（令和５年９月１日～30日）に退院した患者の在院日数の平均である。 

 

(4) 受療率 

    推計患者数を人口 10 万対であらわした数である。 

    受療率（人口 10 万対）＝推計患者数／推計人口×100,000 

 

(5) 総患者数（傷病別推計） 

    ある傷病における外来患者が一定期間ごとに再来するという仮定に加え、医療施設の稼働日 
を考慮した調整を行うことにより、調査日現在において、継続的に医療を受けている者（調査 
日には医療施設で受療していない者を含む。）の数を次の算式により推計したものである。 

    総患者数＝推計入院患者数＋推計初診外来患者数＋（推計再来外来患者数×平均診療間隔（※４） 

×調整係数（6/7）） 
     ※４ 令和２年から平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日までの算出対象の上限日数を変更。平成 29 年まで

は30日（31日以上を除外）であったが、令和２年からは98日（99日以上を除外）で算出。 

 

(6) 病床の種類 

    精神病床 
精神疾患を有する者を入院させるための病床をいう。 

    感染症病床 
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成10年法律第114号）

に規定する一類感染症、二類感染症（結核を除く。）、新型インフルエンザ等感染症及び

指定感染症並びに新感染症の患者を入院させるための病床をいう。 

    結核病床 
結核の患者を入院させるための病床をいう。 

    療養病床 
病院の病床（精神病床、感染症病床、結核病床を除く。）又は一般診療所の病床のうち

主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための病床をいう。 
    一般病床 

精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床以外の病床をいう。 
 

８ 利用上の注意 

 

(1) 本調査における傷病は、世界保健機関（WHO）の「疾病及び関連保健問題の国際統計分類」 

（ICD）に基づいて定められた「疾病、傷害及び死因の統計分類（ICD-10（2013年版）準拠）」を適用

して分類している。 

 

(2) 表章記号の規約 
 

     計数のない場合 － 

     計数不明又は計数を表章する事が不適当な場合 … 

     統計項目のありえない場合 ・ 

推計値、比率等でまるめた結果が表章すべき最下位の桁の１に達しない場合  0 又は 0.0 

 

(3) 掲載の数値は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の合計が総数に合わない場合もある。 

 

(4) 受療率の算出に用いた人口は、「人口推計（令和５年10月１日現在）」（総務省統計局）である。

（32 頁「受療率の算出に用いた人口」） 
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(5) 傷病分類別の数値については、主傷病（※５）について表章したものである。 

  ※５「主傷病」 入院患者 … 調査日現在、入院の理由となっている傷病 

        外来患者 … 調査日現在、主として治療又は検査をしている傷病 

        退院患者 … 退院時に入院の理由となっていた傷病 

 

(6) 平成 23 年は、東日本大震災の影響により、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県は調

査を実施していないため、これらの地域を除いた数値となっている。 

 

(7) 本調査では、入院年月日と退院年月日を把握し、これらの項目から在院日数を算出している。 

入院年月日については、元号（１ 令和 ２ 平成 ３ 昭和）の番号に○を付け、年月日を記入す

る調査票となっている。 

令和２年調査の審査（データチェック）過程において、在院日数が１万日（約 30 年）以上とな

るものが例年より多くあった。このため、個別の調査票を確認したところ、入院年月日「平成元

年」「平成２年」の調査票が近年になく多数認められた。 

これらは、本来であれば記入者が選択した元号が正しいと考えられるが、一方で元号の番号の

○付けにおいて「令和元年」「令和２年」との誤りである可能性も考慮した。そのため、本調査

で把握する他の情報を用いて統計的な精査・対応を行い、結果を集計した。以上を踏まえ、令和

２年調査の退院患者の平均在院日数及び在院期間の数値には注意を要する。（関連：12 頁、統計

表６、７） 

詳細はこちら 

「令和２年患者調査の退院票『入院年』について」 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/10-20-oshirase-2022-2-nyuuinnen.pdf 

 

(8) 総患者数の推計には推計患者数、平均診療間隔及び調整係数を用いている。このうち、平均診

療間隔は、診療間隔が極端に長い場合は継続的に医療を受けているとせず、再来ではなく初診と

みなす方が適当であるとの考え方により、推計の対象となる「前回診療日から調査日までの日数」

に算出上限を設け算出している。 

この算出方法は、集計開始当時の受療状況を加味して設定されたが、近年の疾病構造の変化や 

医療技術の向上などにより診療状況に変化が生じていることを踏まえ「患者調査における「平均

診療間隔」及び「総患者数」の算出方法等の見直しに関するワーキンググループ」において検討

し、平成29年調査まで算出上限日数を30日（31日以上は除外する）と設定していたものについて、

令和２年調査以降は、算出の上限日数を98日（99日以上は除外する）にする見直しを行った。 

   

   詳細はこちら 

「患者調査における「平均診療間隔」及び「総患者数」の算出方法等の見直し方法や、令和                      

２年調査の方法と同様の方法で推計した平成 23 年から平成 29 年調査までの結果について」 

      https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/10-20-oshirase-2022-1.html 

 

※ 患者調査は、統計法に基づく基幹統計「患者統計」を作成するための統計調査である。 

  


